
－ 18－

マンション標準管理規約第55条（専門組織は外部専門家など区分所有者以外でも参加可能）
 ⇒将来的に自主防災組織の主体となる居住者によって立ち上げる

１．防災マニュアル作成組織の設置
（１）防災マニュアルの作成組織を作ろう

　防災マニュアルは、理事会だけで作成するものではありません。防災に関心のある居住者
が作成に関わることによって、内容の充実と迅速な完成が期待できます。
　また、作成活動には居住者の理解と協力が必要であり、書類印刷などの費用も発生するこ
とから、正式な組織として理事会の専門組織に位置づけましょう。

（２）委員の呼びかけを行おう

　委員の呼びかけは、理事会が中心となって行います。性別や年齢を問わず様々な視点によ
る意見を得るため、高齢者や障害者とその家族、乳幼児の父母、女性、専門的知識を持つ居
住者など幅広く募集しましょう。
　特に女性は、子どもの世話や高齢者・障害者等の介護に中心的な役割を担っていることが
多いので、そのような人々の視点を取り入れることが重要になります。

（３）委員の構成は？

　人数は概ね５～６人が目安ですが、マンションの規模、有志の数によって柔軟に対応して
ください。委員長は外部との連携・調整役を担います。
　委員として、防災に関心のある居住者を募集し、それぞれの職業や立場から実用的な意見
を反映します。必要に応じて外部専門家（管理会社、マンション管理士、防災士等）や、　
マンションの現状を良く知る管理員などにも参加いただくことで、防災マニュアル作成の参
考となる情報が得られることもあります。
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マンション標準管理規約第55条（専門組織は外部専門家など区分所有者以外でも参加可能）
 ⇒将来的に自主防災組織の主体となる居住者によって立ち上げる

２．防災マニュアル作成の進め方の検討
（１）作成組織としての作業内容を把握しよう

　（作成組織の作業内容一例）
○建物・設備の点検調査
○マニュアル案の作成
○居住者の意見募集

　これらの作業内容を整理し、いつ、誰が、何を行うかという大まかなスケジュールを立て
ます。作成組織の設置から、防災マニュアルの完成まで、おおよそ半年～１年の期間を設け
ると良いでしょう。

（２）作成組織の活動場所は？

　防災マニュアルを作成するためには、委員同士の会合、設備会社や管理員等との話し合い
などに使用する活動場所が必要です。
　マンション内に活動場所を確保できない場合は、理事会や自治会の活動場所を借りるなど
して活動場所を確保しましょう。

（３）作成組織の活動資金は？

　防災マニュアル作成には色々な費用が
必要になります。
　委員を依頼する場合は委員への「報酬」
等、点検調査を行う場合は設備・管理会
社等への「調査依頼料」、居住者アンケー
トを実施する場合やマニュアルを作成す
る場合、その他広報紙等を発行する場合
は「印刷費」が必要となります。
　標準管理規約では、管理費を「マンション及び周辺の風紀、秩序及び安全の維持、防災並
びに居住環境の維持及び向上に関する業務」に支出できるものとされているため、自主防災
組織や作成組織の活動資金にも、管理費を充てることができます。
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３．点検調査の実施
　防災マニュアルを作成するためには、点検調査により建物や附帯設備、防災備品の現状を
把握しておく必要があります。

（１）居住者への参加呼びかけ

　点検調査には、高齢者や障害者とその家族、乳幼児の父母、女性、専門的知識を持つ居住
者など、多くの視点や目線を取り入れるようにすることで、より実効性のある防災マニュア
ルの作成につながります。
　作成組織の委員だけでなく、できるだけ多くの居住者に参加を呼びかけましょう。

☆居住者が参加しやすい点検調査方法は？
例えば ････ ・	行事としてマンション探検を行う。

・	震災時にマンションにいた人、いなかった人を交え、当日の避難行動
を振り返る。

（２）外部専門家への協力依頼

　建物や附帯設備の点検調査は専門的知識が必要です。居住者だけで調査が困難な場合は、
管理員、管理会社、設備会社など、附帯設備の仕様や操作に詳しい外部専門家に協力を依頼
すると良いでしょう。
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（３）点検調査の実施

各種設備
　災害時には、マンションに備え付けてある各種設備を自分たちで操作する必要に迫られる
場面が多くなります。応急的な取扱方法を確認しておきましょう。
　調査の段階では、管理会社、設備関係者等から点検方法・点検状況などを聞き取りしましょ
う。
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防災備品
　災害時に、すぐに防災活動備品や防災資機材、備蓄物資などが取り出せるように、	
保管場所や数量を把握しておきます（P.14）。
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名簿類
　災害が起こった際には、安否確認のために「居住者名簿」が必要となります。特に支援
を要する方々の「災害時要援護者名簿」については、居住者名簿と分けて作成しておくと、
安否確認がよりスムーズに行えます。

いっとき避難場所
　災害時、緊急に避難する場所（いっとき避難場所）が確保できるか、確認しておく必要
があります。併せて、マンション内で救援・救護活動が行えるスペースが確保できるかも
確認します。
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　避難した居住者同士でマンションの被災状況を確認し合い、マンション内に留まるかどうか
を判断しましょう。

※必要に応じて、管理会社等から建物等の状況について助言をもらいましょう。
※最終的な判断は、建築士等の専門家に相談しましょう。
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　名簿作成を行うにあたり、居住者に聞き取りを行いましたが、当初は６割
程度しか集まりませんでした。１～２回ではなく、根気強く聞き取りを行う必
要があります。また、災害時要援護者の把握については、居住者の状況を良
く知る管理員の情報がとても参考になりました。


